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行政改革の方針 

 

  

本町の行政改革の推進にあたっては、平成８年度に行政改

革大綱を策定し、その後、概ね５ヵ年ごとに大綱の見直しを

図り、簡素で効率的な行政運営を目指し鋭意取り組んできた

ところです。  

この間、本町を取り巻く環境は大きく変化し、国・地方と

も景気の低迷による税収の落ち込みや累積債務の増大による

財政状況の悪化に直面しています。さらに、金融危機による

世界的な景気の後退、急激に加速する少子高齢化問題をはじ

めとする国内諸問題の台頭により、生活の先行きに対する不

安・不透明感は増加の一途を辿っています。  

本町では、平成１１年度以降地方交付税が激減し、特に平

成１６年度以降は大幅に削減され、厳しい財政運営を余儀な

くされており、自主財源の確保を含め財政基盤の強化が求め

られています。  

 今後の町政運営を進めるにあたり、少子高齢化の進行、福

祉、教育施策の充実等、住民福祉の向上にあたっては、財政

基盤の確立を図ったうえで、そのニーズに応えていく必要が

あります。  

 このため本町では、平成１８年３月に『第１次集中改革プ

ラン』を策定したところですが、更なる行財政運営の効率化

に向け、平成２２年度から平成２６年度までを計画期間とす

る『第２次集中改革プラン』を策定し、行財政の効率化に向

けた行政改革に取り組みます。  
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Ⅰ．国の指針 

 平成１６年１２月２４日「今後の行政改革の方針」を閣議

決定し、そのなかで地方公共団体の行政改革について、積極

的な取り組みを促進するための指針を平成１６年度末までに

策定するとしました。これを受け、平成１７年３月２９日付

けで総務省から「地方公共団体における行政改革の推進のた

めの新たな指針」が示されたところです。  

この指針では、地方公共団体が具体的な取り組みを集中的

に実施するため、下記事項について、「集中改革プラン」を策

定し、可能な限り数値目標を掲げることとしています。  

  

①事務事業の再編・整理、廃止統合  

 ②民間委託等の推進（指定管理者制度の活用含む）  

 ③定員管理の適正化  

 ④手当の総点検をはじめとする給与の適正化  

 ⑤経費節減等の財政効果  

 ⑥その他  
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Ⅱ．町の財政状況 

（１）歳入 

 平成２０年度の決算額は、４２億８千万円で、前年度比  

１億１千万円の減となっています。  

 税収の平成２０年度決算額では、２２億６千８百万円で、

平成１０年度からの増減差は概ね１億円強の差異のなかで推

移しています。  

なお、地方交付税については、平成１１年度以降減少を続

け、特に平成１６年度では、三位一体の改革等の影響から２

億６千７百万円と激減しています。近年では２億円から３億

５千万円程度の間を推移しています。  

 

 

●【歳入の推移】             （決算統計）  

歳入

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

年度

単位・百万円

歳入 4,780 4,992 4,551 4,631 4,334 5,090 4,556 4,261 4,197 4,390 4,280

10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20
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●【税収の推移】              （決算統計）  

税収

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

年度

単位・百万円

税収 1,853 1,867 1,805 1,974 1,780 1,956 1,918 2,016 2,084 2,317 2,268

10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

 
 

 

●【地方交付税の推移】            （決算統計） 

地方交付税

0

500

1,000

1,500

年度

単位・百万円

普通交付税 993 1,222 1,174 1,080 596 586 154 295 111 169 260

特別交付税 132 149 148 138 139 131 113 96 86 96 108

10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

普通交付税・・・財源不足団体に対し交付されるもの。

特別交付税・・・普通交付税で捕捉されない特別の財政需要に対し交付されるもの。  
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（２）歳出 

 平成２０年度の決算額は、３８億４千万円で、対前年比２

億６百万円の減となっています。  

本町の歳出は、年間概ね４０億円程度で推移しています。

平成１５年度に急激に増加しているのは、公共施設の整備事

業により、投資的経費が大幅に増加したためです。  

 

 

●【歳出の推移】               （決算統計） 

歳出

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

年度

単位・百万円

歳出 4,367 4,575 4,260 4,358 4,042 4,721 4,178 3,826 3,834 4,050 3,844

10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20
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●【義務的経費の推移】               （決算統計） 

①義務的経費  

 義務的経費（人件費、扶助費、公債費）のうち、人件費に

ついては、平成１１年度をピークに、以後徐々に減少し、平

成２０年度時点では平成１０年度比１億７千万円程度の削減

となっています。また、公債費は、平成１０年度から減少傾

向がみられますが、扶助費では、平成１２年度から平成１４

年度の間は、ほぼ同額で推移していたものが、平成１５年度

以降徐々に増加しています。  

 

義務的経費

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

年度

単位・円

公債費 453,192 436,809 388,090 383,244 362,658 282,955 246,565 231,419 204,960 219,932 215,347

扶助費 530,301 537,482 361,580 365,002 357,415 402,620 454,083 489,345 495,836 518,245 519,122

人件費 959,797 968,891 932,572 942,051 933,370 919,683 916,640 884,330 887,935 843,507 789,417

合計 1,943,2901,943,1821,682,2421,690,2971,653,4431,605,2581,617,2881,605,0941,588,7311,581,6841,523,886

10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

 

 

 

単位：千円  
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②経常収支比率  

 経常収支比率は、経常的な経費のために、経常的一般財源

がどれだけ充用されたかを示す比率で、通常７０％～８０％

が標準的とされています。平成１６年度では、９１．５％と

なり財政構造の硬直化をきたしていたものの、近年では８

０％台前半で推移しています。  

 

 

 

●【経常収支比率】              （決算統計） 

経常収支比率

50

60

70

80

90

100

年度

単位・％

経常収支比率 81.3 73.7 77.5 75.1 85.4 77.0 91.5 85.5 82.8 82.1 80.3 

10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

経常収支比率・・・地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標で、地方税、普通

　　　　　　　　　　　交付税のように使途が特定されておらず、毎年度経常的に収入される財源の

　　　　　　　　　　　うち、人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費に充

　　　　　　　　　　　当されたものが占める割合。
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③ 投資的経費  

工事費など社会資本の整備に要する経費で、平成１５年度

をピークに平成１６年度以降、予算規模の減少や義務的経費

の増加等の影響により減少していましたが、平成２０年度で

は地域活性化対策等の交付金が増額したため、投資的経費が

増加しています。  

 

 

 

●【投資的経費比率】             （決算統計） 

投資的経費比率

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

年度

単位・％

投資的経費比率 11.3 12.3 13.1 11.4 13.0 16.7 13.2 7.0 6.8 6.3 8.9

10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

投資的経費比率・・・歳出全体に占める、道路、橋りょう、公園、学校、公営住宅の建設等社会

　　　　　　　　　　　　 資本の整備等に要する経費の割合。  
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Ⅲ．具体的な施策の展開 

 

１．事務事業の再編・整理、廃止・統合  

 事務事業については、既存の制度・慣例に捉われず、効果

や行政効率・公平性の観点から縮小、統合、廃止などを検討

し、事務事業の再編・整理を進めます。  

 

 

 

 

２．民間委託等の推進（指定管理者制度の活用を含む）  

（１）民間委託の活用  

 民間委託の推進については、段階的に導入を進めてきたと

ころですが、行政サービスの低下を招かないよう配慮しなが

ら、今後さらに業務の効率化を図るため民間委託の活用や官

業の民間開放の検討を行います。  

 

 

 

【取り組み事項】  

 平成１９年度に行政評価として、事務事業評価を導入

し、２ヵ年で４５事業の再検討・見直しを行いました。

今後も定期的に行政評価を実施し、更なる事務の効率化

に努めていきます。  
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（２）指定管理者制度について  

地方自治法で規定する指定管理者制度では、公の施設の管

理に民間の能力を活用しつつ住民サービスの向上と経費の節

減を図ることを目的にしています。  

本町の公の施設は、概ね一箇所に集積して設置されていて、

一部を除き直営で包括的に管理運営しています。また、２つ

の施設に行政事務組織が庁舎機能として使用していることか

ら、公の施設と行政事務機能を併せ持つ状況でもあります。  

 

 
 

【取り組み事項】  

町施設の設置状況等を照らして、当面は直営により運

営を行っていきます。  

なお、施設の効率的な管理運営方法については、指定

管理者制度を含め、逐次検討をおこなっていきます。  

【取り組み事項】  

労務職員の欠員に伴いその補充にあたっては、引き

続き民間委託をもって充てるよう努めていきます。  

・庁用車（バス）の業務委託  平成１７年度より導入  

・給食調理業務の委託     平成１９年度以降随時  
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３．定員管理の適正化  

（１）職員の定員管理  

本町の職員数は、平成２１年４月１日現在１０８人であり、

定員適正化計画の目標数値である１０７人と比べても、ほぼ

計画どおりに職員数の削減に努めてきました。  

 

 

平成２６年度までに現在職員数の約３割という、多くの定

年退職者が見込まれることに考慮しつつ、事務組織の見直し

やアウトソーシング、臨時職員を活用し、行政サービスの低

下を招くことのないよう、定員モデルや類似団体を参考に適

正な定員管理に取り組んでいきます。  

 

【定員適正化計画】 

平成２２年度から平成２６年度までの目標職員数(人 ) 

年   度  Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 

職員数 108 107 107 107 105  

【取り組み事項】 

平成１７年度から平成２１年度までの職員数(人 ) 

年   度  Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 

定員管理数 111 111 108 106 107  

職員数 111 111 105 105 108  
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（２）事務組織  

定員適正化計画により、限られた職員でこれからの地方分

権時代に対応できるよう、機能的な事務組織の再編が必要と

なります。  

  

 

 

４．手当の総点検をはじめとする給与の適正化  

（１）特別職給与の取組  

町長をはじめとする副町長、教育長の特別職給料について

は、厳しい財政状況を踏まえたうえで、平成１７年度より、

その抑制に努めています。  

【取り組み事項】  

平成２２年度に効率的かつ機動的な事務組織となるよ

う機構改革を実施し、住民にわかりやすい組織を構築し

ます。  
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（２）職員給与の取り組み  

職員の給与制度については、国・県の給与水準を基に、他

市町村との比較等により、町民の納得と支持が得られる人口

規模に見合った給与制度の適正化が求められています。  

当町では厳しい財政状況を踏まえ、平成１８年度から給与

構造の見直しを実施しました。また、国内旅費にかかる日当

の抑制、管理職手当の引き下げ等を行いました。  

 【今までの取り組み事項】  

・ 給与構造改革による新しい給与制度の導入  

（平成１９年度～） 

・ 国内旅費日当の支給抑制      （平成１７年度～） 

・ 時間外手当の抑制         （平成１７年度～） 

・ 退職時特別昇給制度の廃止     （平成２０年度～） 

 

国の給与を基準としたラスパイレス指数は、平成１７年度

から平成２０年度まで１００を下回っており、給与の適正化

が図られています。  

【取り組み事項】  

 特例措置として月額給料を抑制します。  

役職名  給料額（月額）の削減措置  

町 長  761,000 円 ⇒ 608,800 円（ 20％削減） 

副町長  632,000 円 ⇒ 537,200 円（ 15％削減） 

教育長  594,000 円 ⇒ 534,600 円（ 10％削減） 
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【ラスパイレス指数】  

年度  H17 H18 H19 H20 

ラスパイレス指数 95.0 96.1 97.2 97.1 
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【取り組み事項】  

職員の給与については、国の給与制度の改正を見据え

つつ、本町の財政状況を考慮し各種手当等の抑制に努め

るとともに、昇給制度の見直し及び能力や実績を反映で

きる給与構造の改正に向け取り組んでいきます。  

 

①  地域手当の廃止  

  平成２２年度から地域手当５％を廃止します。  

② 時間外手当の抑制  

事務の執行は、もとより迅速のうちに職員相互の連

携により処理するものであり、この事務処理意識を徹

底し、極力時間内処理を心がけて、今後も人件費の抑

制に努めます。  

③ 国内旅費日当の抑制  

  平成１７年度より日当の支給抑制を行っているとこ

ろですが、今後も継続していきます。  

④ 特殊勤務手当  

本町における特殊勤務手当は、美里町職員の特殊勤務手

当に関する条例により  

ア．伝染病予防救治のため病毒に感染する恐れのある場合

イ．行旅病死亡人の処置  

の 2 つの手当がありますが、近年、その支給実績はあ

りません。必要性の有無を含め検討します。  
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５．経費節減等の財政効果  

経費等の節減【計 4 億２，５１０万円】  

 

①民間委託の活用  

  庁用車の業務委託「平成２２年度」から「平成２６年度」 

《想定財政効果 １，７９５万円》  

 

②人件費の削減  

ア．特別職給料の抑制「平成２２年度」から「平成２６年度」 

６，１００万円       

イ．職員構成の新陳代謝による財源効果  

 平成２２年度から平成２６年度までの定年退職者数３０人  

                新規採用予定者数２５人  

１７，５００万円  

 

 ウ．地域手当の廃止「平成２２年度」から「平成２６年度」 

                   １４，０００万円  

 

 エ．時間外手当の抑制「平成２２年度」から「平成２６年度」 

１，８４０万円  

 

 オ．日当の抑制「平成２２年度」から「平成２６年度」  

１，２７５万円  

 

《想定財政効果  ４億７１５万円》  
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６．その他  

町税、料金の収納率の向上  

  町の自主財源である町税の安定的な収入を確保するため収

納率の向上を図ります。  

 

●町税 収納率の推移              （％）  

 

 
 

年 度  H16 H17 H18 H19 H20 

現年度分  98.8 98.9 98.9 98.8 98.9 

過年度含む  94.0 94.7 95.1 95.6 95.5 

【取り組み事項】  

①徴収嘱託員をはじめ徴収体制の強化を図ります。  

②口座振替納付の実施率を高めます。  

③税等の滞納者に対する滞納処分の強化を図ります。  


